2008年度「労働法」（水町）

第９回　雇用関係の成立（text123-134）
１　採用の自由
1.1　選択の自由

　　○法律上明文の制限
　　・均等法5条・7条
　　　　・雇用対策法10条・同法施行規則1条の3第1項

　　　　・障害者基本法3条・6条、障害者雇用促進法37条・43条以下

　　　　・労組法7条1号？

　　○法律上明文の制限がない場合は？

　　　　・思想・信条による採用差別

　　　　　＃9

　　　　・その他、性的指向、容姿などによる採用差別は？

探究　日本では使用者に広い採用の自由が認められ、思想・信条等を理由とする採用差別も違法となるものではないと解釈されている。このような解釈や立法政策は妥当か？
1.2　調査の自由

　　○判例の立場

　　　＃9

　　○（厚生）労働省の行動指針（2000年12月20日）

1.3 契約締結の自由
○契約自由の原則（私的自治の原則）

　　○その例外

２　採用内定・内々定・試用
2.1　内定
　　○内定取消の適法性
　　　＊採用内定の法的性質は？
　　　　・締結過程説　

　　　　・予約説

　　　　・労働契約成立説

　　　　　＃10
　　　＊具体的にはどういう場合に採用内定が認められるか？

　　○内定期間中の法律関係

　　　＊内定者は研修に参加する義務を負うか？
2.2　内々定
　　○内々定の法的性質
2.3 試用期間

○試用期間の趣旨と法的性質

　＃11

○有期契約と試用期間

　＃86

３　労働条件の明示

　　○労働条件明示義務（労基法15条1項・労基則5条）

　　　　＊労契法4条2項の意味は？

　　○事実と相違する場合の即時解除・帰郷旅費（労基法15条2項・3項）
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